
改 正 後 現 行

高知県水産業強化支援事業費補助金交付要綱

（略）

（補助の目的及び補助対象事業）

第２条 県は、浜の活力再生プランを上位計画とし、水産物の安定供給の

確保及び水産業の健全な発展の実現を図るために、水産関係地方公共団

体交付金等交付等要綱（令和４年３月29日付け３水港第2556号農林水産

事務次官依命通知）及び水産関係地方公共団体交付金等交付等要綱の運

用について（令和４年３月29日付け３水港第2575号水産庁長官通知）に

基づいて、別表第１に定める事業実施主体が実施する養殖施設、漁業共

同利用施設、加工流通共同利用施設及び防災対策関連施設等の整備事業

（以下「施設等整備事業」という。）に、市町村（以下「補助事業者」と

いう。）が補助する経費及び補助事業者が施設等整備事業を実施するた

めに要する経費に対して、予算の範囲内において補助金を交付する。

（略）

（附則）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

２ この要綱は、令和６年５月31日限りでその効力を失う。ただし、こ

の要綱に基づき交付された補助金については、第５条第７号から第10

号まで、第７条、第11条第３項、第12条及び第14条の規定は、同日以

降もなおその効力を有する。

高知県水産業強化支援事業費補助金交付要綱

（略）

（補助の目的及び補助対象事業）

第２条 県は、浜の活力再生プランを上位計画とし、水産物の安定供給の確

保及び水産業の健全な発展の実現を図るために、水産関係地方公共団体

交付金等交付要綱（平成 22 年３月26日付け21水港第 2632 号農林水産

事務次官依命通知）、水産関係地方公共団体交付金等実施要領（平成22

年３月26日付け21水港第2631号農林水産事務次官依命通知）及び水産

関係地方公共団体交付金等実施要領の運用について（平成 22 年３月 26

日付け 21水港第 2630 号）に基づいて、別表第１に定める事業実施主体

が実施する養殖施設、漁業共同利用施設、加工流通共同利用施設及び防災

対策関連施設等の整備事業（以下「施設等整備事業」という。）に、市町

村（以下「補助事業者」という。）が補助する経費及び補助事業者が施設

等整備事業を実施するために要する経費に対して、予算の範囲内におい

て補助金を交付する。

（略）

（附則）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

２ この要綱は、令和６年５月31日限りでその効力を失う。ただし、こ

の要綱に基づき交付された補助金については、第５条第７号から第10

号まで、第７条、第11条第３項、第12条及び第14条の規定は、同日

以降もなおその効力を有する。



（附則）

１ この要綱は、令和４年３月31日から施行する。

（附則）

１ この要綱は、令和５年６月13日から施行し、令和４年３月29日から

適用する。

２ ただし、改正前の要綱の規定により行うこととされている令和４年

度予算に係る事業については、なお従前の例による。

（附則）

１ この要綱は、令和４年３月31日から施行する。

（追加）


